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注

1. 本研究では『日本人の読み書き能力調査』（1951，読み書き能力調査委員会，
東京大学出版部）における「文盲」を「非識字者」，「文盲率」を「非識字
者率」と言い換える

2. 『日本人の読み書き能力調査』（1951）を「報告書」と略称することがある

3. この発表は2020年9月19日の計量国語学会大会口頭発表，同年9月29日の
NINJALサロン発表，同年10月24日の日本語学会2020年度秋季大会口頭発表な
どの続編
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1. はじめに

• 連合国最高司令官総司令部（General Headquarters, Supreme Commander for 

the Allied Powers, 略称 GHQ/SCAP）の民間情報教育局（CIE）の提案によ
り1948年に実施された調査

• この調査は『第1次アメリカ教育使節団報告書』（マックアーサー司令部
公表，1946）に端を発する

• 言語政策に関する第1級の史料
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2. 1948年調査の方法

（1）サンプルの大きさと達成率
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• 配給台帳等に基づくランダムサンプリングによって抽出された「sampleさん」
に対して実施

だれに対して調査を実施したのか？

実態をつかむ： 代表性を保証するために必要な方法
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• sampleさんは何人だったのか？

21,008人，21,000人，17,100人，16,820人，16,814人と諸説あるが，実際は
以下の通り

1. 事前に21,008人を無作為抽出

2. 本調査に参加したsampleさんは 16,814人

3. 横須賀市でサンプリングをやり直してデータを入れ替えた

4. その結果，本調査より6名増えて16,820人に（達成率80.0%）

だれに対して調査を実施したのか？
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• sampleさんの年齢層や性別などは？

1. 15歳（1933年生）から64歳（1884年生）までの男女，全国規模で女性の
データを初めて収集か？（先行研究に指摘なし）

2. 男性の場合，1945年以前に実施された徴兵検査にともなう「壮丁教育調
査」（簡単な読み書き能力検査）の経年データが公開されている

だれに対して調査を実施したのか？
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2. 1948年調査の方法

（2）問題と教示
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• 問題用紙の大きさ：ヨコ36.9センチ，タテ26.2センチ（ほぼB4判ヨコ）

• 問題用紙の枚数：6枚

• 文字は手書き，活字ではない

問題用紙の1枚目

以下の3問が印刷されていた

• 問題1 試験官の発音した語をひらがな，カタカナで書く（8問）

• 問題2 数字，漢数字の書き取り（2問）

• 問題3 試験官の発音した語を選択肢から選ぶ：表記はひらがな，カタカナ，
数字，漢数字，5択（12問）

次のスライド参照
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問題1に関する試験官の説明（抜粋）
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問題（一）試験官が発音した語をひらがな，カタカナで書く（8問）

問題（二）試験官が発音したアラビア数字，漢数字を書く（2問）

問題（三）試験官が発音した語を選択肢から選ぶ：表記はひらがな，カタカナ，
アラビア数字，漢数字，5択（12問）

問題（四）試験官が発音した語を選択肢から選ぶ：表記は漢字，5択（10問）

問題（五）漢字の書き取り（15問）

問題（六）意味が通じる語を選択肢から選ぶ：表記は漢字，4択（15問）

問題（七）語の意味を選択肢から選ぶ：問題語の表記は漢字，選択肢はひらが
な，カタカナ，ルビ付き漢字，5択（15問）

問題（八）読解問題で正答を選択肢から選ぶ：問題文は漢字仮名交じり，選択
肢は5択（9問），4択（4問）

問題は90問，うち多肢選択式は65問（72%）4肢択一が19問，5肢択一が46問
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問題の実像から分かること

1. 問題（三）のアラビア数字の選択問題は簡単そうに見える

2. 横山が2020年2月に問題に取り組んだところ89点であった（満点ではない）

3. 問題（六）の「組合に対する（ ）の方針がきまった」で「政府 or 講
和」で迷い，「講和」を選んだ

4. ちなみに問題（六）先頭の設問「朝 太陽は（ ）から出る」は知能テス
トの問題に似ている

問題は90問，うち多肢選択式は65問（72%）4肢択一が19問，5肢択一が46問
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3. 結果

（1）得点の分布形
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1. 配点は90問すべて1問1点，すなわち正答数が得点

2. 得点ゼロだった人は 1.7%，90点満点だった人は4.4%（下の表）

報告書では得点の結果は数表で示され，グラフは存在せず
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報告書数表から作図 得点分布（全体／55～59歳／60～64歳）

全体（N=16,820）

55～59歳（N=938）

60～64歳（N=682）

（％）
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1. 全体（N=16,820）の得点分布はJ字型

2. 報告書にもJ字型分布であると明記，先行研究の多くに引用され
ている

3. 年齢層が高くなると得点分布はU字型に

グラフ化すると全体の傾向が一目瞭然
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3. 結果

（2）チャンスレベルを考慮した非識字者率の推定法
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非識字者でも選択肢の配置は理解できるようになっていた

• 選択式問題に回答する際，インフォーマントは選択肢の一つに〇を付
けるよう試験官から口頭と黒板への板書で説明を受けた
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• 選択式問題は当て推量（guessing）や勘で選択肢を選んだ場合でも偶然に正
答することがある

1. 「難問の選択肢は適当に選ぶべし」という方略は小学生でも知っている

2. 偶然に正答する確率の程度を「チャンスレベル」という



24

1. 選択式問題65問のすべてにおいて当て推量で選択肢を選んだ場合，得点は
何点ぐらいになるかを複合2項分布で計算

2. 分布は正規分布（ベルカーブ）に近い形

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30

得 点

確
率(

理
論
相
対
度
数)



0 0.000015% 0.000015% 100% 293 1.7% 293 1.7%

1～4 0.072266% 0.072280% 99.999985% 116 0.7% 409 2.4%

5～9 8.370139% 8.442420% 99.927720% 123 0.7% 532 3.2%

10～14 49.256220% 57.698640% 91.557580% 174 1.0% 706 4.2%

15～19 37.224105% 94.922745% 42.301360% 213 1.3% 919 5.5%

20～24 4.943395% 99.866140% 5.077255% 216 1.3% 1135 6.7%

25～29 0.133072% 99.999212% 0.133860% 252 1.5% 1387 8.2%

30～34 0.000787% 99.999999% 0.000788% 288 1.7% 1675 10.0%

35～39 0.000001% 100.000000% 0.000001% 277 1.6% 1952 11.6%

40～44 0.000000% 100.000000% 0.000000% 314 1.9% 2266 13.5%

45～49 333 2.0% 2599 15.5%

50～54 438 2.6% 3037 18.1%

55～59 560 3.3% 3597 21.4%

60～64 690 4.1% 4287 25.5%

65～69 964 5.7% 5251 31.2%

70～74 1359 8.1% 6610 39.3%

75～79 1975 11.7% 8585 51.0%

80～84 3023 18.0% 11608 69.0%

85～89 4480 26.6% 16088 95.6%

90 732 4.4% 16820 100.0%

合計 100% 100% 16820 100.0% 16820

累積
相対度数

以下省略#

得点
完全な当て推量の分布 全国

確率 累積確率 上側確率 度数 相対度数 累積度数
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• 下の表の累積確率とは，完全な当て推量による回答によって当該得点以下
の得点を得る確率

1. たとえば，14点までの累積確率は57.698640%

2. 15点以上を取れる確率は42.301360%（100から57.698640を減じる）

3. これを上側確率という

表1 完全な当て推量の場合の理論分布と得点の度数分布表
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• 複合2項分布を用いた確率計算により，4割以上の人が偶然に15点以上を
取れることがわかった

• 統計的検定論に当てはめて解釈すると，15点の人は非識字者のチャンス
レベルにある＝非識字者のカテゴリーに含めるのが妥当

非識字者の判定基準
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1. この方法によると，25点以上を偶然に取れる確率は0.133860%

2. 偶然に25点以上を取れるのは800人に1人ぐらいなので珍しいことが起
きたと解釈，つまり有意

3. このような場合，統計的検定論では24点以下を非識字者と判定する基
準を立てる

非識字者の判定基準
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• 報告書に示されているデータから該当する人の割合を求めると6.7%に

• これが当時の非識字者率の推定値の上限を与える

非識字者率の推定

表1 完全な当て推量の場合の理論分布と得点の度数分布表
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1. もちろん，非識字者全員が選択式問題のすべてに回答したとは考えら
れない

2. そもそも多肢選択式の出題は珍しい時代だった

3. しかし「非識字者のチャンスレベルを統計的に有意に上回っている人
だけを非識字者ではないと解釈する立場」を排除することは合理性を
欠く

4. 非識字者率は定説の「1.7%」ではなく「6.7%」と考えるべきでは

5. 以上のことを「チャンスレベル問題」と称する

非識字者率の推定
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3. 結果

（3）非識字者率における生年の効果

• ここまでは復習，ここから新しい内容です
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• チャンスレベルを考慮した新基準であらためてデータを解析

• 方法論の主体は報告書の数表をもとにグラフ化にはげむこと

1. チャンスレベルを考慮すると24点以下を非識字者と判定

→ 以下「チャンスレベル非識字者」と呼ぶ

2. 報告書はゼロ点を非識字者と判定

→ 以下「報告書非識字者」と呼ぶことがある

非識字者の判定基準
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1. 生年が早くなる（年齢が高くなる）ほど，非識字者率が高くなる

2. 生年が早くなる（年齢が高くなる）ほど，チャンスレベル非識字者率
と報告書非識字者率の差が拡大する

グラフを見てみよう：市部と郡部に区分した集計結果も示す

あらかじめ結論を述べると
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図1 非識字者率を報告書数表からグラフ化 横軸は生年（年齢）
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図2 チャンスレベル非識字者率を市部／郡部でグラフ化 横軸は生年（年齢）
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図3 報告書非識字者率を市部／郡部でグラフ化 横軸は生年（年齢）
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図4 非識字者率を市部／郡部でグラフ化 横軸は生年（年齢）
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1. ロジステイック回帰分析によると非識字者率に及ぼす生年の効果は有意

2. 居住地（市部／郡部）の効果も有意

 ロジスティック回帰分析の詳細は割愛

• 報告書でも年齢（生年）の効果や居住地（市部／郡部）の効果について明記
されている

• ただし，統計的検定や得点分布のカーブに関する解析はなされていない

非識字者率における生年（年齢）の効果は大きい
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1. 尋常小学校授業料無償化が1900年（明治33年）に開始。50～54歳以下の
年齢層あたりから恩恵を受けている可能性が考えられる

2. 今後は就学率のデータも含めて検討する必要あり

3. 男女差については，100点満点換算した得点の平均値が生年（年齢）別
に示されているが，非識字者率は不明

非識字者率における生年（年齢）の効果は大きい
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4. 応用問題：1948年調査の結果がGHQによる日本語ローマ字化を
阻止したって本当？

• ここまでの話はなんだか予定調和でいささか退屈だったかも

• 学会発表ではなくサロンなので遊んでみたく，ご容赦を
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• この調査の発端は，第1次アメリカ教育使節団が1946年3月31日にマッカーサー
元帥に提出した『報告書』の第2章「国語の改革」

• ここで見落としてはならない点がある

• 日本を占領していたのは連合国であってアメリカ（だけ）ではないという事実

歴史学や政治学の観点から1948年調査の位置づけを考えると

 連合国のいちばん上に極東委員会（ワシントン，最高政策決定機関）
アメリカ合衆国，イギリス，中国，ソヴィエト連邦，オーストラリア，オラン
ダ，フランス，インド，カナダ，ニュージーランド，フィリピンの11か国
のちに，ビルマ，パキスタンが加わって13か国

 その下に対日理事会（東京）
アメリカ合衆国，イギリス，中国，ソヴィエト連邦の4か国
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1. 1945年11月，CIEが日本の文字言語の簡易化について調査・研究を開始（秘扱
い）

2. 1946年1月，中央通迅社（中国国民党）がCIEの動きを察知し「日本語表記の
ローマ字化計画」記事を中国に配信

3. 同年3月，第1次アメリカ教育使節団報告書

4. 同年4月，対日理事会で中華民国代表が漢字廃止に関する公式政策について
GHQのダイク准将に質問

5. 同年5月，CIE特別会議で言語簡易化について議論

上記は茅島篤編（2017）『幻の日本語ローマ字化計画―ロバート.K.ホールと占領下の国字改革』
から

 次頁に国内外の緊張関係の状況を略年表で示す

第1次アメリカ教育使節団報告書の第2章「国語の改革」について連合国すべてが
賛成していたわけではないようである



GHQ占領期の略年表(日本：黒字，海外：青字)
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政治・経済・社会 教育・言語政策

1945年 8月，第二次世界大戦終わる。マッカーサー来日。
GHQの日本占領開始，民主化・非軍事化を推進。

1946年 1月，天皇「人間宣言」。3月，チャーチル「鉄の
カーテン」演説，冷戦の始まり。４月，戦後初の総
選挙(婦人参政権の実現)。11月，日本国憲法公布。

3月，アメリカ教育使節団『報告書』で
ローマ字採用を勧告。11月「当用漢字表」
「現代かなづかい」内閣訓令・告示。

1947年 5月，日本国憲法施行。12月，改正民法公布(家制度
廃止)。内務省解体。

2月，文部省「ローマ字教育実施要項」公
表。3月，教育基本法，学校教育法公布。

1948年 8月，大韓民国成立。9月，朝鮮民主主義人民共和国
成立。11月，極東軍事裁判。対日占領政策の経済復
興重視への転換。

2月「当用漢字音訓表」。8～10月，読み書
き能力調査実施。10月，文部省教科書『民
主主義上』。12月，国立国語研究所創立。

1949年 4月，NATO成立。10月，中華人民共和国成立。11
月，湯川秀樹にノーベル物理学賞。

4月「当用漢字字体表」。8月『民主主義
下』刊行。

1950年 2月，米マッカーシー旋風の始まり。6月，朝鮮戦争
勃発。７月から年末，企業のレッドパージ。

9月，第2次アメリカ教育使節団，ローマ字
教育の改善勧告。

1951年 4月，マッカーサー解任。9月，サンフランシスコ講
和条約調印。日米安全保障条約調印。

4月『日本人の読み書き能力』刊行。

1952年 4月，連合国の日本占領(事実上，米国の単独占領)
の終結。GHQの廃止。日本の主権回復。
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• 略年表にもある第1次アメリカ教育使節団『報告書』について，1946年4月7日の
段階で，マッカーサー元帥は以下の声明を出した

 「国語の改革に関する勧告のなかには，あまりにも遠大であるため，長期間
の研究と今後の計画に資するに過ぎないものもある」（英文原文は以下で閲
覧可）

https://babel.hathitrust.org/cgi/pt?id=pur1.32754081234191&view=1up&seq=7

• 国語改革に積極的ではないように見える

歴史学や政治学の観点から1948年調査の位置づけを考えると

https://babel.hathitrust.org/cgi/pt?id=pur1.32754081234191&view=1up&seq=7
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連合国（軍）最高司令官総司令部民間情報教育局（GHQ/SCAP/CIE）

1. 責任者は文化人類学者の J. ペルゼル（John C. Pelzel）

2. 教育心理学者の V. エドミストン（Vivian Edmiston）

• そのほか，河野六郎（言語学），西平重喜（統計学）など

1948年調査を企画した人々



45

• 1914年7月25日米国生まれ，1999年10月18日に没（85歳）

1. 1918年（4歳）日本の統治下であった朝鮮で働くこととなった父に従い，一家で朝鮮に
わたり1931年（17歳）まで13年間滞在

2. シカゴ大学，ハーバード大学院で人類学を勉強，1941年ハーバード大学で修士号取得

3. 米軍海兵隊員に志願入隊，ハワイ大学に派遣され日本語教師の研修を受ける

4. 真珠湾攻撃を経験，太平洋戦争中はハワイやオーストラリアで日本の情報を分析

5. 1945年10月～1946年6月，米国戦略爆撃調査団（United States Strategic Bombing Survey, 略
称 USSBS ウズブーズ）として来日。CIEに移籍

6. 1947年7月，CIE職員として再来日，言語簡易化班 → 世論社会調査課長，部長

7. 川口市の鋳物工場で文化人類学的研究に没頭（博士号取得のためのデータ収集）

8. 読み書き能力調査翌年の1949年7月に帰国，博士課程に進学：当時35歳

9. ハーバード大学教授を長く務める

ペルゼル氏（John Campbell Pelzel）について
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1. 1946年8月来日，1949年2月帰国

2. 後述の進学適性検査を1947～1948年に企画・実施

3. 1948年の読み書き能力調査も彼女が実質的に指揮（統計数理研究所，
1981）

4. GHQのESS（経済科学局）に常駐していたIBM班に進学適性検査のデータ
解析を指示（肥田野，2020）

エドミストン氏（ Vivian Edmiston）について
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中央企画分析専門員会（略称，専門委員会）が日本語で執筆

• 委員長は石黒修（いしぐろ・よしみ，国語教育学）

• 委員は柴田武（言語学），金田一春彦（国語学），城戸幡太郎（き
ど・まんたろう，報告書には教育学とあるが実際は心理学），梅津
八三（心理学），林知己夫（統計学），白石一誠（統計学），影山
三郎（新聞・雑誌，朝日新聞記者）の7名

• さらに助手が21名いた。そのなかの2名に野元菊雄（言語学），肥田
野直（心理学）

 ちなみに，この報告書全体の公式な英訳版は存在しない

『日本人の読み書き能力』（1951）の執筆陣
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 このような社会背景のもと以下のエピソードが生まれた

統計数理研究所（1981），文化庁（2003），阿辻哲次（2010），茅島篤
（2019, 2020）などから会話（おそらく英語）の一部を再現

1. 1949年のある日，柴田武はペルゼルに呼び出された

2. 場所はペルゼルの部屋（第一ホテル，ペルゼルの宿舎）

3. ペルゼルは柴田に「字が読めない人が非常に多いという風になっ
てくれなきゃ困る」というようなことを遠回しに言った

4. 柴田は「結果は曲げられない」と突っぱねた

5. ペルゼルは黙ってしまった

6. このやり取りは5分間ほど

7. これにより日本語ローマ字化は撤回された
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 このエピソードを起点とする「柴田神話」が流布

書籍

•阿辻哲次（2010）『戦後日本漢字史』新潮選書，新潮社，40-

•金田一春彦（1988）『日本語 新版（下）』岩波新書，3-4【出題されてい
ない「はる」という問題が出題されたと述べているのは不可解。また，得点が5点と記
しているのも間違い】

•文化庁（2003）「＜座談会＞戦後国語施策の出発－昭和20年代を振り返
る－」『国語施策百年の歩み』文化庁，8-34

専門誌

•柴田武・田中克彦・無着成恭［座談会］（1985）「言語解放の時代の精
神史：昭和20年代（1945～54）特集戦後40年のくらしとことば」『言語
生活』401, 18-29
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 このエピソードを起点とする「柴田神話」が流布

テレビ放送，新聞報道

• 2020年9月18日テレビ東京「やりすぎ都市伝説」

• 2010年9月23日 NHK総合「みんなでニホンGO!」

• 2008年12月5日朝日新聞夕刊「民の心を測る」



51

 このエピソードを起点とする「柴田神話」が流布

国立国語研究所や統計数理研究所の報告書

•統計数理研究所（1981）『日本における統計学の発展第9巻』1981年1月21

日（水）に統計数理研究所でなされた対談記録，話し手は柴田武，聞き手は
野元菊雄，場所は統計数理研究所，この19～20頁に当該の会話が出てくる
【これが初出か？】

https://ismrepo.ism.ac.jp/?action=repository_uri&item_id=33529&file_id=17&file

_no=1&nc_session=gl38fvubl6m9m2dklrnb1vn375

•国立国語研究所・統計数理研究所（2014）『第4回鶴岡市における言語調査
ランダムサンプリング調査の概要 資料編：第１分冊「音声・音韻」編』の
「前書き」https://www2.ninjal.ac.jp/longitudinal/files/tsuruoka4_report01.pdf
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 ペルゼルと柴田の証言は一致しない（以下の文献参照）

 ペルゼル証言「柴田の記憶が間違っているか，私がそのとき言おうとした何か
を私がぜんぜん意図していない意味に柴田が取り違えたのだと思います」

1. 茅島篤（2019, 2020）「占領下の「日本人の読み書き能力調査」に関連
する言説の検証（上）（中）」『ことばと文字』12号，13号，くろし
お出版

2. 勝岡寛治（1986）「日本人の『読み書き能力」調査について―占領軍
日本語政策の一環として」『早稲田大学大学院文学研究科紀要別冊
（哲学・史学編）』別冊第13集，103-117【110頁に着目】

3. 佐藤寧（2014）「終戦直後に実施された世論調査の再検証」日本世論
調査協会報『よろん』114 巻26-37【33～34頁に着目】

https://www.jstage.jst.go.jp/article/yoron/114/0/114_KJ00009573966/_article/-char/ja/
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たとえば，60～64歳では

1. チャンスレベル非識字者率は38%

2. 一方，報告書非識字者率は17%

3. 両者の差は20ポイントを超え，かなり深刻な問題

4. GHQがこの問題を見逃すはずがない

 その理由は次のページに

ここで，今回の分析結果をふりかえってみると
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• なかでもGHQのエドミストン（先述）の依頼で来日したクロンバックはテスト
理論・実践の世界最先端に位置

• GHQがチャンスレベルを知らぬわけがない

 クロンバック（Lee Joseph Cronbach）：テスト理論の世界的大家

1. 1947年4月上旬来日，同年5月中旬帰国

2. 1947年に実施された進学適性検査（本質は知能検査，共通1次テスト等の
源流と言われる）のデータ解析を担当

3. 11万5,047名から得た13万枚以上の答案をGHQのESS（経済科学局）のIBM

統計計算機にて高速処理，半年以内に集計表を出力，1948年6月集計完了

 進学適性検査の企画には小保内虎夫，高木貞二，肥田野直ほかも参加

テスト理論・実践の専門家がGHQの要請で続々と来日
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• 最後に，ここまでの情報にもとづいて，ペルゼルと柴田の会話につい
て推理してみたい（物的証拠はまったくないけれども）

1. 1949年のある日，柴田武はペルゼルに呼び出された

2. 場所はペルゼルの部屋（第一ホテル，ペルゼルの宿舎）
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• 最後に，ここまでの情報にもとづいて，ペルゼルと柴田の会話につい
て推理してみたい（物的証拠はまったくないけれども）

3. ペルゼルは柴田に「多肢選択問題における当て推量の得点を考慮
すると字が読めない人が非常に多いという結果になる。ところが，
報告書の結果は当て推量による得点を無視しており，字が読めな
い人が不当に少なくなっている。それは困る」というようなこと
を遠回しに言った

4. 柴田は「結果は曲げられない」と突っぱねた

5. ペルゼルは「日本側はテスト理論の初歩を理解していないのだ
ね」と心の中でつぶやいて黙ってしまった

6. このやり取りは5分間ほど（常識的には，これだけの私的会話で
GHQが方針を転換するわけがないと考えるのが妥当だろう）
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附記）

1. 西川賢哉氏（国立国語研究所非常勤研究員）が文献情報を提供してくださった。感謝の意を表する

2. 本研究は科学研究費補助金19H00627基盤研究（A）「基礎教育を保障する社会の基盤となる日本語
リテラシー調査の開発に向けた学際的研究」（研究代表者：野山広）の成果である

ご参加くださり，ありがとうございました
以下の情報を求めています。ご協力をよろしくお願いいたします

先のスライド41枚目について

• 第2次世界大戦後の連合国の第1次アメリカ教育使節団報告書第2章に対する
意見表明の一覧表を作りたいと思っています

• ロシア語，中国語などを母語とする研究者のみなさん，情報提供をどうぞ
よろしくお願いいたします

yokoyama@ninjal.ac.jp


